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第3号様式 (第15粂関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 報 告 書 ナレク

注 1按 当する□には レ 印をer入してください。特定事弾者以外の専義者の方はレ印の紹入は不要です。

2「 基準年度」とは計画切岡のrl年度を  r目 環年度Jと は計画期rp3の最終年度を  「報告年度」とは計画期間のうち 今 回報告の対象となる年度をいいま曳

とは自動車運送車鼻者については使用の本拠の位置を京
出区狗 とは上記以外の京都府内におけるこ巽所等の事

「その他の地球温酸化対擦による温室効果ガスの制出云尊Jの 案微tこついては 81圏 郷間中の実験の累掛を配入してください。
(何)グ リーン電力の購入によるヨ室効果ガスの削減実績が 18年 度 5ト ンで19年度10トンの鵜合 19年 度の報告gFの実和tこついては 18年 度と19年 度の実徹を環計し15トンと混入

「常盟事項jに は 平 成 2年度 (1900年 陶 を基準とした排出■の対比やエネルギー原単位C02排出置 省 エネ襲品開策などth者の温室効果ガス排出削減への貢献 グ サーシ綱連の採用 特 定
フヨンなどの条例指定外の温菫劾呆ガスの削減などを記入してください。

後市峰山町杉谷 389番 地

岸定事葉者の
主たる業種

ヤ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模こ

京都府地球温暖化対策条例施行規則弟10条第2号又は第3号該当事業者
上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他`

「

▽

該当する事茶
者要作

Eネルギー使用事業者 (原油に換算して,500キロリットル以上)〉

(大規模運送事業者 (トラックXは バス100台以上/タ クシー150台以

9温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン

計 画 期 F R H平成 18年   4 月  ～  平 成 2 0 年 3月

碁 本 方 霊| エネル キ
ー

消 費量 の1 ,制、廃乗 物窮却 量 のアロ制、 卜 水汚泥 焼封!量のユロ制幸 によ り、平 成 1じ年 度 比 7け %以 上 の温軍列 来 刀ス排 出畳 剛演 を 日指

す。

推 進 体 制 市長を本部長とする京丹後市地球温暖化対象本酌及び各部局代表課長を構尻員とする地球温暖に対策拒遣委員会を試直 し 実 行計凹の進移官

理を行う。

只
細

督中中弾
牛
体
及

年度 設備、対象 工 程等 措 置 内 容

18-19 電気使用重 全体で024%以 下の増加に抑制 (汚水処理事業以外では232%削 減)

18-19 燃料使用量 (灯油) 曖房用に使用する灯抽を048%以 上削減

聡料質周畳 (灯油) 廃葵物焼却事業等で使用する灯油を472%以 上削減

18-19 聡料使用抵 ( L P 6 ) 庁舎において給湯器やコンロに使用するLPCを 3%以 上削減

lS-19 峰科伎周量 くしPC) 上記以外のLPC使 用量を336%以 上削減

際村使用重 (重油) 重油類の使用量を34%以 上削減

18-19 聡料使用昼 (曜油) 公用車燃料以外の軽油の使用量を388%以 上削減

陰料使用量 (公用革) 公用車燃料 (ガソリン 軽 油)の 使用量を184%以 上削減
一般廃葉物焼却重 一般廃葉物の焼却処理量を34%以 上離減

lS-19 一般廃築物焼却重 上記のうち廃プラステックの傑却量を604%以 上削減

汚泥擁却量 し尿 ・淳化槽汚泥の焼却量を?S4舛以上削減

18-20 汚泥焼却量 下水道汚泥の焼却量を314%以 下の増加に抑常J

温 重 効 果 刀 ス

の 排 出 量 等 排出区分
基 準 年 度 く夷 槙 ′

(16)年度
(二酸化炭葉温笠 (t) )

日 保 年 度 (百十四 ′

〈19)年度
てェ酸化能素摸霊 (t) ) 岬制御

報 告 年 度 く実 頑 ,

(18)年度
(二酸化炭素換算 (|) ) 咋鋪∽A !ぽ 18302t 10480t -100 % 16001 t -126 %

B輸 送車両排出区分 t ↓ % %

Cそ の他排出区分 952 ` B15t -38 X 7,900t - 1 1

8 %

排出合計 1         27 254 t 2        25,095 t -79% 4              23901t -123χ

その把の理塚
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
報告年度 (実績)

取懇曇等 (二酸化炭素換嘉 (| 取超重等 〈二酸化i

(整鶴面積, て政収観 〈整備面櫛 (吸収p

(利用動 (劇磁倒 (利招D (醐波D t

自然エネルキーを利用した
電力又は熱の供給

く発電D 〈削減助 (売笹D kマb (削減弱 t

(黙供給畳 (削減D 〈熱供網 (pl浅邸

グリーン電力の購入 (購入D と口b (削減鋤 t 〈購入鋤 tTb 〔削減田

削減量等合計 t ↓

差引排出畳

〈排出合計一前滋奪合納

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減塔 (計画) 報告年度 (実績) 削減率 像 観

1        ,7 '54 t Ⅲ:て,D  2S,095t -7 9χ % い。,。             23901t -12 3イ %

特 記 事 項 既に策定済みの市地球温町
を基準年度比△4%以 上と定
遭事業 ・集落排水処理事業
定めている。
なお、上表中 「温室効果)

僚年度 (平成 19年 度)数 布

呂化対策実行計画では、基準年度を平成16年度、平成18～22年度を計画期間としており 自 標年度のGHC排 出室
め、同時に今後の市民生活の利便性向上及び生活衛生の確保のために整備拡充が行われる汚水処理事業 (公共下水
し尿処理事業)を 除く事業ついては基準年度比△88%以 上削減、お水処理事業については165%増 以下に抑制と

'スの排出畳等」欄の基準年度 (平成 16年 度)数 値には指定管理者制度移行施設 (15施 設)が 含まれ、同相自
ま、及び報告年度 (平成 18年 度)数 値には合まれていない。
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